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1．はじめに  

第３次クリープ段階にある地すべりに対して，斎

藤 1),2)により崩壊時期予測法が提案されている.現在

まで広く適用され，高く評価されているが，その適用

は第３次クリープ段階後半の直前予知に限定すべき

との指摘 3)もある. 

林ら 4)は、崩壊実験により，第 3 次クリープの崩

壊過程には２つの段階があり，第Ⅰ段階に比べて第

Ⅱ段階の時間領域は小さく，斎藤法の適用域は後半

の第Ⅱ段階であることを示した. 

そして，２つの段階を連続したものとして表すた

めに新たな構成方程式を提案し，式に含まれる２つ

の係数を変位の計測結果から求めることができれば、

崩壊時期を予測することが可能となると結論付けた

が，まだその検証はなされていない. 

ここでは，変位の計測結果から構成方程式の係数

を求める方法を検討する． 

2．林らによる崩壊時期予測法 

（１）変位に関する解析解 

林らは、崩壊実験により，第 3 次クリープの崩壊

過程には２つの段階があり，第Ⅰ段階の挙動は式(1)，

第Ⅱ段階は式(2)で表現できることを明らかにした. 

第Ⅰ段階：dv/dt＝a・v           (1) 

    第Ⅱ段階：dv/dt＝b・v2              (2) 

そして，二つの段階を連続したものとして表すため

に次の構成方程式（林モデル）を提案した。 

dv/dt＝a・v + b・v2             (3) 

ここに，v：速度 a，b：係数（定数）t：第 3 次クリ

ープ発生後の経過時間 である。 

２つの係数を変位の計測結果から求めるために，

式(3)から変位に関する解析解を導出する. 

式(3)を次のように積分すると， 

  dv/(a・v＋b・v2)＝dt                     (4) 

[1/v－1/(v＋a/b)]・dv＝a・dt          (5) 

    Ln[v/(v＋a/b)]＝a・t＋C                  (6) 

 

ここに，C：積分乗数 である. 

t＝tr で v＝∞とすれば， 

C＝－a・tr                            (7) 

なので， 

Ln[v/(v＋a/b)]＝－a・(tr－t)           (8) 

v＝dx/dt＝(a/b)/[ea・(tr－t)－1]                 (9) 

となる.ここに，x：第３次クリープ変位 である. 

y＝ea・(tr－t)－1                      (10) 

と置けば， 

dy/dt＝－a・ea・(tr－t) ＝－a・(y＋1)    (11) 

となるので，式(9)に式(10)と式(11)を代入して積分す

ると， 

dx＝(a/b)・dt/y 

＝－1/b・[1/y－1/(y＋1)]・dy         (12) 

x＝－(1/b)・ln(y/(y＋1)) ＋C           (13) 

t＝0 で x＝0 とすれば， 

C＝(1/b)・Ln[(e a・tr－1)/ e a・tr]         (14) 

x＝(1/b)・Ln[(ea・tr－1)/(ea・tr－ea・t)]    (15) 

が得られる. 

（２）変位の計測結果を再現する曲線 

a の値を設定し，計測結果の再現曲線が通過すべき

基準点を２つ選定すれば，残りの係数 b と tr を同定

することができる。 

２つの基準点（t1，x1）、（t3，x3）の座標を式(15)に

代入する。 

x1＝(1/b)・Ln[(ea・tr－1)/(ea・tr－ea・t1)]    (16) 

x3＝(1/b)・Ln[(ea・tr－1)/(ea・tr－ea・t3)]     (17) 

式(16)と式(17)から b を消去すると未知数が tr だけ

の方程式(18)が得られる。 

x1・Ln[(ea・tr－1)/(ea・tr－ea・t3)] 

－x3・Ln[(ea・tr－1)/(ea・tr－ea・t1)]＝0 (18) 

式(18)の左辺を F(tr)とし，F(tr)を 0 にする tr を

２分法 5)により求める. その手順は以下に示すよう 

になる. 

① F(trL) ×F(trU)＜0 を満足する tr の区間下限値
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trL と区間上限値 trＵを設定する.解は trL＜tr＜

trＵの区間に存在する. 

② 下限値 trＬと上限値 trＵの中間値 trM に対応する

F(trM)を計算する. 

③ F(trL)×F(trM)＜0 であれば，解は trL＜tr＜trM

の区間に存在するので，中間値 trM を新たな上限

値 trＵとして④へ進む. 

F(trL)×F(trM)＞0 であれば，解は trM＜tr＜trＵ

の区間に存在するので，中間値 trM を新たな下

限値 trL として④へ進む. 

④ tr の下限値 trLと上限値 trUの差が十分に小さく

なったかどうか確認する.十分小さくなった時，

両者の中間値 trMが求める tr である.不十分の時

は②へ戻る. 

 この数値計算を a の値を変化させて繰り返し，

x(t2)= x2になる a を求める.この a の値に対応する tr

が崩壊予測時期である. 

なお，２分法を採用したのは、Newton-Raphson 法

5)などに比べて効率は劣るものの，計算手順が単純で，

確実に解が求まることを重視したからである. 

3．地すべり事例への適用  

 図－1 に土讃線 6)の計測結果に対する再現曲線を

示す.通過基準点は12時間と19時間後の計測結果と

した.a の値を 0.1～0.01 まで変化させても，通過基

準点までの再現曲線はほとんど変化しない.しかし，

基準点以降は大きく変化する.a＝0.1 と設定すると， 

変位は予測できるが，崩壊時期は予測できない結果

となる.a＝0.06 と設定すると，変位は予測できない  

 

図—1 地山変位測定結果の再現 

表－1 計測結果を再現できる a 

崩壊事例         a 
崩壊時期 変位 

飯田線 1) 0.01 0.01 
土讃線 6) 0.06 0.1 
安居山 2) 0.045~0.046 0.045~0.046 
実験 A7) 0.0021 0.0021 
実験 B7)   0.00015 0.00136 

が，崩壊時期は予測できる結果となる. 

 他の事例 1),2),6),7)でも同様の検討を行った.すべての

事例において，a の値を変化させても，通過基準点

までの再現曲線はほとんど変化しないが，基準点以

降は大きく変化する結果となった. 

それぞれの事例において崩壊時期を正しく予測す

る a の値と変位を正しく予測する a の値は表－1 に

示す結果となった.それらの値は事例によって大き

く異なることが分かる. 

以上より，第 3 次クリープの第Ⅰ段階の計測結果

から林モデルのクリープ係数を求めることは困難で

あり，将来変位と崩壊時期を予測するためには，さら

なる工夫が必要だと考えられる. 
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